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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
先週は、徳島県鳴門市の大塚国際美術館と鳴門の渦潮見学へ
 先週は火曜日に故郷広島に行き、翌日四国の徳島県鳴門市の大塚国際美術館の陶板画による世界の名画を鑑賞し、翌日は鳴門海峡の渦潮を観潮し、神戸を経由し大阪空港から札幌に帰ってきた。大塚国際美術館には、1000点を超す世界の名画が陶板に焼き付けられており、半永久的に保存できると言われている。その出来栄えは、素人目にもなかなか見事であり、多くの修学旅行生たちも鑑賞に訪れ、なかなかの人気スポットになっているようだ。また、小さいころからの夢でもあった鳴門の渦潮もこの目で見ることができ、ちょっと時間的には渦潮の渦も小さかったのだが、十分にその迫力を感ずることができ、満足であった。この渦潮の大きさは、淡路島との間の橋ができる前はもっと渦の輪が大きなものであった言われており、橋ができる前の大きな渦潮を見ることができていればもっと感激できたのかもしれない。それにしても、自然の生み出す力には、ただただ驚くばかりである。
　GDP(1~3月)速報値、消費増税前の駆け込み需要による年率換算5.9%の伸び、設備投資も予想外に増加だが?
　前回に引き続きアベノミクスについて、主として第二の矢である財政政策を中心に問題点を検討してみたい。
　その前に、先週15日今年1~3月のGDP速報値が発表され、実質で前期比1.5%、年率換算5.9%と、昨年10~12月期の前期比0.1%、年率0.3%に比べてその伸びが大幅に髙まっていた。この1~3月期の成長のけん引役は、やはり消費増税前の駆け込み需要による個人消費の大幅な増加(前期比2.1%増で年率換算8.5%増)であり、前回の消費税の引き上げ時の1997年4月の時よりも駆け込み需要の規模が大きかったようだ。市場コンセンサスによる予測は年率で4.2%だったわけで、それを大きく上回る伸びを記録しているのだが、その要因は設備投資が前期比で4.9%(年率換算21.0%)という高い伸びとなり、想定以上に増加したことにある。
　GDP速報値は確定値まで1年以上かけて修正されることが多い
この設備投資増の数値が景気の自律回復に向かった好循環を示すものになるのかどうか、これだけではなかなか判断できないのではあるが、これまでGDP速報値に触れた際、何度も指摘するようにあくまでも速報値であり、やがて1か月後(6月9日)に出される修正値や、一年後になる確定値を見てみないと何とも言えないのがこれまでのGDP統計の特徴であることは指摘しておこう。とはいえ、これで4四半期連続の増加であり、設備機械への投資が堅実に伸びているようだ。この点が、前号で指摘した日銀による金融緩和に基づくマネーストックの伸びと関係があるのかどうか、注目すべき点なのかもしれない。ただし、Windows XPのサポート終了に伴うパソコン買い替えも、少なからず影響したとも言われていることは考慮すべき点かも知れない。 
公共投資、1~3月は年率換算マイナス9.4%と落ち込む
　さて、政府が力を入れてきた公共投資であるが、今回のGDP速報では前期比マイナス2.4%、年率マイナス9.4%と約1年ぶりのマイナスとなっている。昨年度の補正予算が成立してはいるものの、やや息切れ状態なのかもしれない。特に、建設労働者不足が深刻で、その面からのボトルネックが生じていると言われている。小売業や外食産業の出店計画が大幅な見直しを余儀なくされていることに見られるように、民間の建設投資が低調の背景には、公共事業急増の皺寄せがあるのではないかと言われており、クラウディングアウトが金融面ではなく、労働力不足による賃金の高騰や建設資材価格の高騰という形でのクラウディングアウトをもたらしているとみて良いだろう。
アベノミクス「第二の矢」、資材や人材不足というボトルネックの顕在化、その効果はすでに限界へ
ということは、もはや成長率を高めようとしても、資材や人材というボトルネックにぶち当たっているわけで、財政面からの景気刺激効果は限界にぶち当たっていると言わざるを得ない。今年度の予算でも公共事業予算が増額され、おそらく来年10月からの消費税率8%から10%への引き上げを円滑に進めるために、今年の7~9月期の景気を引き上げるために予算執行を前倒しはもちろん、秋には補正予算を組むものとみて良いだろう。
　果たしてそのようなやり方で成長率を上げることができるのかどうか、まことに心もとない。特に東京オリンピック関連の建設関連事業も加わり、労働力不足や資材不足が深刻化し、今のままでも成長にブレーキがかかってしまいかねない。もはや、公共事業を中心にしながら財政赤字を拡大させていくことは限界にきており、アベノミクスの第二の矢は効果が出なくなっていると言えよう。
　安倍政権による財政規律無視の政策展開こそ問題だ
　それ以上に深刻なのが財政規律問題である。すでに民主党政権の時代に財政再建目標を定めてきた。それは、2015年までにプライマリー赤字を2010年の時に比べて半減させ、2020年にはプライマリー赤字を解消させ、それ以降は黒字にして貯まりに貯まった1000兆円を超すと見込まれる財政赤字累積額を、毎年の黒字を生み出して削減させていこうとするもので、そのためには当面2014年4月から消費税率を3%上げ、さらに2015年10月からはさらに2%上げ消費税率10%にするとともに、名目3%、実質2%の経済成長を達成していこうとするものであった。この財政再建目標については、自民・公明政権も踏襲はしたものの、消費税の引き上げについてすべて社会保障財源に充てるのではなく、防災や減災対策にも充用することを明確にしている。
　いつも補正予算で尻抜けとなる予算のシーリング
　問題は、本当に財政再建目標を守ろうとする強い意志が安倍政権にあるのかどうか、という点であろう。この点については、残念ながら自公両党に限らずすべての政党について該当するのだが、当初予算では財政再建目標を前提に予算を組むのだが、補正予算によって財政規律が守られないで今日に至っているのだ。恐らく、今年の秋になれば、来年10月から消費税率を2%引き上げていくため、景気対策として大型の補正予算を組むことは必至であろう。麻生財務大臣はもとより、財務省も消費税率の引き上げのためには、財政規律という言葉は当面死語になっているとみて間違いない。
　安倍総理、法人税率を10%近く下げる減税財源の出所は?
　さらに、今年1月ダボスでの国際会議で安倍総理は、法人税減税を進めていくことを国際公約してきた。おそらく、法人税減税財源の見通しが無くても6月の骨太方針には法人税の大幅な減税が盛り込まれることは確実であり、この面からも財政規律は失われようとしている。今、約35%となっている法人税率を25%にまで一挙に下げることは出来ないにしても、おそらく3~5年計画で引き下げていこうとするのだろう。その効果は一体どのようになるのか、企業の内部留保だけは潤沢になれども、働く国民には消費増税だけが重くのしかかってくるだけであり、賃上げは国際競争力を口実にして不十分でしかなく、国民生活の厳しさだけが浮かび上がってくる。
　消費税率10%になれば食料品等の軽減税率適用へ、その財源は
それだけではない。消費税率を10%に引き上げる際、飲・食料品や新聞などの税率を低くする軽減税率を適用することに自民・公明両党は合意しており、その適用の仕方如何では1兆円近い消費税収不足が出ることは必至である。その金額をどのようにして補填していくのか、まだ何も議論されていない。この点からも、財政規律についてまことに無責任な態度が明確になってくるわけで、インボイスの適用問題の行方に対する方針も定まっておらず、国民は怒りを持って安倍政権の動きを監視していく必要がある。
マーケットは財政規律を守る政治的意思があるのか見守っている
　この財政規律をきちんと守ろうとする意志が無いと見られれば、市場からは日本国債の信認を失い、国債価格の暴落を招く危険性が大きくなる。その結果、国債の市場金利が跳ね上がり、国債費を支払うことができなくなり、結果として財政破たんにまで至ることになるわけで、国民生活が犠牲に貶められてしまう。何としても、その道を許してはならないわけで、今後どうすれば政治家が財政規律を守ることができるようになるのか、厳しく追及していく必要がある。
　それにしても、集団的自衛権を閣議決定だけで容認できるようにすることに対して、どのような有効な反対運動が展開していけるのだろうか。焦点の閣議決定には、公明党から太田国土交通大臣が出ており、公明党の判断が大きな焦点になっている。その公明党の支持団体である創価学会は声明を発表し、集団的自衛権を容認するには、閣議決定ではなく憲法改正の手続きを取る必要がある、と明確にしている。今後の自民・公明両党の協議だけでなく、野党側も含めた国会内外の論議の行方に注目して行きたい。                              
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